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はじめに 

 企業経営における共同物流が求められる背景の一つは物流コストの増加である。 

周知のように、昭和 50 年代（1975～84）に入り、低成長経済が定着し、生産構造が大き

く変化した。その結果、物流サービスにも質的な変化があった。 

 「製造業においては、消費者ニーズの多様化、高度化に対応した製品差別化、多品種少量

生産がすすみ、物流も小口細分化、多頻度化の方向を示している」（山野邊[1992],p.227）

1)。 このような生産構造の変化や消費者ニーズの多様化などにより、製造企業の多くは物流

コストが増加し、それに対応した課題の解決が必要になったと判断される。 

 例えば、2001 年に閣議決定した新総合物流施策大綱においては、2005 年までにコストを

含めて国際的に競争力のある水準の物流市場の構築、環境負荷を低減させる物流体系の構

築と循環型社会への貢献を目標としている。そこで、今後の物流システムの構築の具体的な

施策として、共同化・情報化（3PL 等）を進めるとともに、特に都市内物流改善と国際物流

拠点の機能強化、また、地球温暖化問題への対応を進めている 2)。 

 とりわけ、物流総合効率化法が改正され 2016 年 10 月 1 日に施行された。今回の改正で

は、輸送事業者、倉庫業者、荷主等の二以上の者が連携であることを前提に、モーダルシフ

トや共同配送といった、特定流通業務施設を用いない物流の効率化に関する取り組みも、対

象となった。 

モーダルシフトや共同輸送の取り組みについては、その計画策定時に必要となる経費や

初年度の運行費用に対する補助等による支援を行うことになる。また、手持ち時間の削減に

資する設備等を備えた特定流通業務施設を活用した輸送網集約等の取り組みについては、

引き続き、法人税、固定資産税等の特別措置や開発許可における配慮措置等により支援を行

う。この改正物流総合効率化法の適正な活用により、物流の生産性をあげる必要がある 3)。 

 一方、共同物流に関する研究論文を見ると事例分析を含めた共同物流の動向と課題解決

に向けた論文はあるものの、経営診断の視点から問題解決策を提案したものは少ないのが

実態である。 



例えば、拙稿(2000)の共同物流システムの研究では、共同物流システムの構築のあり方を

提案しているものの経営診断の視点より課題の解決が明確になっていなかった 4)。 

また、丹下(2016)では、ロジスティクス・マーケティングと物流共同化に関する最近の事

例研究において、最新の物流共同化の事例を考察し、今後の物流共同化の展望と４

C(Customer solution ,Customer cost, Convenience, Communication)というマーケティン

グ・ミックスの観点からさらに物流共同化の考察を含めた方向性を提案している。 

要するに、共同物流や共同配送は、物流を重視するロジスティクス・マーケティング概念

を創出するための事例研究の対象として有意義であると論じている 5)。 

しかしながら、この研究では、共同物流の事例動向を考察し、物流を重要視するロジステ

ィクス・マーケティング概念の創出を提案したことには示唆できる点が少なくないとは言

え、成功に向けた詳細な提案がかけている。そこで、本論文では、最近の企業の共同物流の

事例を経営診断の視点から考察し、今後の企業の共同物流のあり方と課題の体系化を明確

にすることが研究の目的である。 

 

1.共同物流の概念と目的 

物流共同化について、長谷川(2003)は次のように述べている。 

「物流共同化とは、物流コストダウン、物流サービスの安定供給や物流サービス水準(品

質)の維持・向上などを目的として、物流関連業務を複数の企業が共同して行うことである」

とした（長谷川[2003]、p.144）6)。 

また、物流共同化のメリットとして、物流コストの低減や物流サービスの安定的供給、ま

た物流サービス水準(品質)の確保をあげている 7)。 

さらに、新物流実務事典では、「物流共同化は、複数の企業が協議の上、物流の一部また

は全部を共同で行うことと定義している」（新物流実務事典編集委員会編[2005],p.776）8)。 

以上の共同物流の定義と目的からも分かるように共同物流は、物流コストの削減や環境

問題への対応にも極めて重要であるといえる。しかしながら、異なる企業間の連携での物流

システムの構築と運営であることから、失敗する可能性も否定できない。この共同物流がそ

れほど進まない問題点として、長谷川(2003)は、次のように述べている。 

例えば、経営レベルの問題点として各企業の利害対立と調整、企業秘密の保持など、また

技術的レベルの問題点としての包装形態・容器・品番・情報システムの不統一など、さらに

運営レベルの問題点としては、作業時間の標準化や業務基準が不徹底なままスタートした

ことによる混乱などをあげることができる。とりわけ、物流を共同化するとこれまでの差別

化要因であった物流サービス水準が競争の手段ではなくなり、本来の商品力や価格、セール

スマンの質などが競争条件となるので、そこに抵抗が生じるケースもあるとした 9)。 

 以上述べたように共同物流の成功的な構築は今後の企業の成長にかかせない重要な経営

課題であることが明らかになった。 

 



2.共同物流の現状 

国土省は 2019 年 3 月、野村総合研究所に委託して実施した加工食品物流に関するアンケ

ート調査の結果を発表した。 

インターネットを使って、メーカー、流通業者、物流業者にそれぞれ直面している物流課

題、契約状況、ここ 3 年程度の取り組み、今後の取り組みについてのアンケートの結果、荷

主が現在直面している問題点（ｎ＝217、複数回答）として、配送は委託しているがトラッ

クの状況がわからないと回答した。次にトラックの到着時間が細かく指定されており、スケ

ジュールの最適化を進めにくいこととトラックの積載率が低い状況にあることをあげてい

る。 

とりわけ、ここ 3年で取り組んだ施策として、荷主企業の多くは契約や納入ルール、また

配送の見直しを図っているものの、共同配送など他社との連携はまだ低い水準であること

が明らかになっている。 

一方、今後取り組んでみたい施策として荷主企業は、契約や納入ルールの見直し、積載率

の向上、共同輸送など他社との連携を重要課題としていることが分かった 10)。 

以下では、いくつか企業の共同物流の事例を考察して見よう。 

丸紅の物流子会社として３PL 事業などを展開しているロジパートナーズは、2009 年に

中堅・中小の菓子メーカーを対象とする共同配送をスタートした。各社の工場から納品先ま

での輸送手配を一括して受託している。荷主から細かく情報を集めて需要予測を立て、適切

な車両を都度選定するなど、積載効率向上を図っている。菓子メーカーは中堅・中小であっ

ても全国に商品を販売していることが多い。そのほとんどが工場から遠隔地の納品先まで

チャーター便を仕立ている。路線便では混載する荷物を選べない上、中継地の積み替え作業

で段ボールのケースが他の荷物とこすれたり、ぶつかったりして汚損や角のつぶれが起き

る。卸や小売りのセンターで受け入れを拒否されて返品されてしまう恐れがある。しかし、

菓子類は容積勝ちで運賃負担力にも乏しい。物量のある主要メーカーであれば効率化に取

り組む余地もあるが、中小メーカーでは出荷ロットをまとめること自体が難しく、輸送単価

が割高になる傾向があった。 

そこで、同社はメーカーに荷物汚損などのリスク低減を提案し、北関東のメーカー4社を

荷主とする共同配送を開始した。 

現在は、メーカー16 社が参加している。こうした取り組みの結果、積載率は目標に揚げ

た「85%以上」をおおむね維持できている 11)。 

次に、F-LINE の共同物流の事例を見てみよう。 

味の素、カゴメ、日清オイリオグループ、日清フーズ、ハウス食品グループ本社は「F-LINE」

と称したプロジェクトを始動した。共同物流を展開した背景には、トラックドライバー不足

や物流コストの増加があった。そこで、2016 年 4月から、北海道で共同物流を展開した。 

それぞれの生産拠点から、北海道にある味の素物流子会社が管理する拠点に在庫を集約し、

そこから納品先に同じトラックで届ける仕組みを構築した。日清フーズとミツカン、ハウス



食品と味の素は生産拠点から北海道への輸送も共同で行っている。共同化の効果としては、

16 年５~7 月の 3 カ月で配送件数は 16%減った。また、10 トン以上の大型車を使う比率が

上がり、中型の４トン車の台数を約 1000 台減らすことができた。 

F-LINEでは、荷受者が発注番号や品番・品名などの情報を確認しやすいように納品書を

共通化したが、当初は自分たちのやり方を変えることに反発する会社があった。 

ほかにも共同配送のルールや納品手順などの共有化営業部門と連携した顧客との納品時

間の調整など一つひとつ細かい作業を、大企業 6 社の足並みがそろうように実行した。特

に、トップダウンの指示で行われていたことが共同化の成功要因の一つになった。 

さらに F-LINE は、食品業界全体を巻き込もうとする計画のもとで、16 年 5 月には「食品

物流未来推進（SBM）」会議を発足させ、メンバーには F-LINE6 社にキッコーマンとキュ

ーピーが加わり、製造、配送、販売の連携に向けた課題や F-LINEの活動内容の共有などを

進め、2018 年に共同物流を始める予定である 12)。 

最後に、井阪運輸（株）の共同物流の事例は以下の通りである。 

同社は、1889 年（明治 22 年）に創業し、1955 年に法人化した一般貨物自動車運送事業者

である。 

約 100 台のトラックを有しており、清酒メーカーや洋菓子メーカーを中心として総合物流

を展開している。2008 年には国土交通省近畿運輸局より、第 1 回環境保全優良事業者等局

長彰を受賞するなどグリーン経営に取り組んでいる。とりわけ、同社は全国に先駆けて 1982

年に西宮の清酒メーカー4 社との共同配送を始めた。従来は、各メーカーの商品を同社が納

品先ごとに配送していた。清酒メーカーでは各納品先への商品化分けに手間がかかる一方、

納品先の担当者は、各清酒メーカーの商品をその都度受け入れる必要があった。また、同社

は同じ納品先に何度も配送しなければならず、配送業務の効率化ができなかった。 

そこで、各清酒メーカーに呼びかけて、配送方法を変更した。具体的には各社の製品を集

荷し、同社の配送センターに集約した後、各納品先へまとめて配送するという仕組みを展開

した。共同配送を提案した当初、メーカーには受け入れてもらえなかった。ライバル企業に、

販売情報を知られるのではないかと懸念する企業が少なくなかった。 

しかし、メーカーにメリットを地道に説くことで、徐々に理解を得ていた。また、共同配

送が数年で加速した背景には出荷時の納品ロットの小口多頻度化による配送運賃単価の上

昇があり、メーカー側の悩みとなっていたことも大きく影響していた。現在では清酒・リキ

ュールメーカー数社が共同配送を行うまでになっている 13)。 

以上いくつか企業の共同物流の事例を考察して見よう。 

丸紅の物流子会社であるロジパートナーズは３PL の視点より中堅・中小の菓子メーカー

の物流の問題点を共同配送によって解決した。 

とりわけ、荷物汚損のリスクの対応については、低減策を提案するなど提案型３PL を実

施し、共同配送に成功した好例であると判断される。次に、F-LINEの共同物流は、食品メ

ーカー同社の共同物流であるが、味の素物流子会社が中心となって共同物流を展開してい



る。共同化により配送効率が向上され、配送件数の削減に成功した事例であるといえる。一

方、井阪運輸（株）の共同物流の事例では、1982 年に清酒メーカー4 社の共同配送を実施

した後、1995 年には洋菓子を百貨店に共同配送するなどメーカーと物流会社間の共同物流

を構築し、配送効率化に成功している。 

以上のいくつか企業の共同物流の事例を考察してみると物流の効率化の手段として、企業

間の共同物流は極めて有効な手段であることが分かった。しかしながら、共同物流に取り組

むまでには、企業間の共同物流に対する認識の共有や成功に向けた課題が少なくないと判

断される。 

 

3.共同物流の課題 

（１）共同物流戦略の明確化 

共同物流は、それぞれ企業の共同物流のタイプや範囲などにより様々な形態がある。また、

それぞれ企業の物流戦略のあり方や課題解決のための対応策などにより共同物流の成功の 

結果が異なることは言うまでもない。ところで、これまでの共同物流の先行研究の結果を見

てみると共同物流の成功の決め手は、参加企業間の相互利益を前提にトップダウンの指示

や専門家の活用が大切であると述べている。 

要するに、共同物流の体系的なシステムの構築と運営に向けた対応策を図っていくため

には、共同物流の細部項目にわたる各社の物流課題の解決能力と企業間の調整能力が求め

られる。 

とりわけ、経営診断の能力が自社の内部組織にあるかどうかが大切である。 

また、共同物流を成功させていくためには、各自企業が目指している物流あるいは物流戦

略と共同物流の整合性がとれたかどうかが重要であると判断される。 

さらに、共同物流の効果は業種や業態の特徴は言うまでもなく、共同物流の範囲やタイプ

を取り巻く内外の環境変化により、その効果が得られるまでには時間がかかる場合もある。

この意味から企業間の共同物流の効果の配分、さらに運営においての問題点を企業間に共

有しなければならない。 

一方、貞(2020)の研究では、企業における物流戦略の位置づけを明らかにしている。同研

究においては全社的な戦略を上位概念として位置づけ、その下に事業別の戦略、そして機能

別の戦略という階層が一般的であると述べている。 

同研究では、企業経営における物流は一機能に過ぎないが、サプライチェーンをつなぐ重

要な役割があるとした。とりわけ、全社戦略と整合性がとれた共同物流戦略を構築する際に

は、サプライチェーン・マネジメントの効率化の一つの手段としてとらえていくことも大切

であるとした。そして、この共同物流戦略を企業の相互発展につなげる効果が得られるよう

明確な方向性が必要であると論じている。 

特に、物流の課題として将来を見据えて、物流をデザインし、その実現に向けた戦略の構

築、また最新テクノロジーの活用、さらにサプライチェーン・マネジメントを実行できる組



織の構築と人材の強化をあげている 14)。 

以上の研究からも明らかになったように、共同物流システムの構築と運営には、様々な要

因があり、この変化する環境を考慮した共同物流戦略の明確化が大切であるといえよう。 

（２）物流共同化の進め方と経営診断 

自社の物流戦略を明確にすることを前提に、物流戦略の達成に必要な投資費用や実行に

必要な運営コストを明らかにしなければならない。 

そこで、現状における自社の物流の現状と課題の解決に向けた対応策を体系的にまとめ

て見ることが重要である。この際、物流共同化によって解決できるか、また物流共同化のメ

リットが次の企業の成長につながるかを詳細に把握する。また共同化の実現には企業間の

戦略的な連携が極めて重要であることから経営組織のトップの強力なリーダーシップがか

かせないことは言うまでもない。さらに全組織が共同化の成功に向けた協力ができるよう

プロジェクトの管理能力のある人材やシステム・エンジニアの確保が必要となる 15)。 

とりわけ、大切であることは共同物流システムの構築と運営にかかわる成果を的確に診断

できる経営診断能力が自社の組織にあるかが肝要である。大企業に比べて中小企業の大部

分は経営診断ができる人材の不足により対応が厳しいのが実態である。そのため外部に経

営診断を依頼し、共同物流の実現に向けた対応課題の体系的な解決方法を選択していくこ

とも共同物流の構築・運営にかかせない。 

また、共同化しようとする対象分野やパートナーの選定、システムの設計に加えて、外部

資源の活用など戦略的な視点より共同物流を診断し、外部環境の急激な変化にも柔軟に対

応できる共同物流システムの確立が大切となる。 

例えば、はじめにのところに述べたように、改正物流総合効率化法を活用するなど外部資

源の活用で物流の生産性を図っていく必要がある 16)。 

要するに、共同物流システムの構築と運営には戦略的な視点より内外の環境の変化を先取

りした的確な診断の視点が必要であると言わざるを得ない。 

 

むすび 

研究の結果、共同物流は物流の生産性向上に極めて重要であることが分かった。中小企業

は言うまでもなく、大企業でも共同物流を構築しようとする企業が多くなっている。 

つまり、現状の企業の多くは物流コストの削減や環境物流に対応した対策の一環として

の共同物流を構築しようとする場合が少なくないのが実態である。この意味で、共同物流は

短期的な成果を期待する企業もあることは否定できない。 

しかしながら、共同物流は自社を含めたサプライチェーン・マネジメントの効率化、すな

わちサプライチェーン・マネジメントの全体最適を目指した共同物流戦略であるべきであ

る。 

従って、物流を戦略的視点から捉えたロジスティクス戦略やサプライチェーン・マネジメ

ントを体系的に理解し、共同物流を診断しなければならない。 



また、共同物流診断においては、現状における共同物流の必要性のみの診断ではなく、よ

り長期的な視点からコスト競争力が発揮できる共同物流システムの構築が求められる。 

特に、少子高齢化にともなう社会構造の変化やグローバルな競争激化、また年々厳しくな

っている環境規制の強化に対応していくためには企業を取り巻く諸環境を的確に分析・評

価・診断できる人材の育成が今後の早急の課題になると判断される。 

また、経営診断の視点から共同物流を体系的に構築していくためには、企業競争力の強化、

顧客や従業員の満足力の向上、さらに適合の一環として共同物流をとらえるべきである。 

なお、本論文では経営診断の視点より共同物流の概念と目的、また共同物流システムの構

築と運営に必要な諸問題点を考察してきた。 

しかしながら、共同物流の事例研究や実証分析などより詳細な研究になっておらずここ

での問題点を次の研究課題にしていきたい。 
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